
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 県下では、菊池市・人吉市・宇土

市・山鹿市・上天草の５市で実施。

宇土市は、建設業の仕事起こしと地

域の商工業活性化を兼ね、商品券を

支給。予算 1000 万円でスタート、

利用が大きく上回り、９月補正で

480万円が上乗せされました。 

鹿児島市は、「安心快適住宅リフ

ォーム支援事業」を実施。 

鹿児島市長は、今年９月議会で「多くの

市民に利用され、２回目の募集も２週間で

予定件数に達し、市民の関心の高さを感じ

る。1250社の地元中小零細業者に制度を

活用していただき、2700件を超える受注

につながったことで、大きな経済波及効果

が生まれ、地元経済活性化に寄与している」

と答弁しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今年 3月議会で、幸山市長は、「導

入する自治体がふえてきているので、

その状況をしっかりと把握したいと

考えている」と答弁していました。 

上野議員は、他都市の実施状況や

効果をどのように把握しているか質

しました。市長は、「一定の効果が挙

がっているものと思う」と答弁。 

住宅リフォーム助成制度の利点

は、少ない予算で大きな効果が得ら

れることです。「効果を認めるのであ

れば、切羽詰まった建設業従事者の

実態を考慮し、制度をスタートさせ

るべき」と迫りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国の支援金は、「全壊」と「大

規模半壊」のみ対象です。浸水被害

の場合、内壁の浸水の高さで、「半壊」

と「大規模半壊」を判断しています

が、床上３０センチ浸水でも、９０

センチ以上浸水でも、修理費用はほ

とんど変わりません。同じ 4～500

万円のリフォーム費用を払って、一

方は支援金150万円、片方は「０円」

なので大きな矛盾です。 

被災者の実情を考慮し、床上浸水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で、国基準「半壊」の世帯に、市が

制度の矛盾を埋める意味で、独自の

支援金を支給するよう求めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅リフォーム助成制度、 

効果を認めるならば実現を！ 

市長「（他都市の事例で）一定の効果が挙がっているものと思う」と答弁 

上野みえこ議員の一般質問報告  その２ 

建設業従事者の実態を考慮し 

  制度の実施に踏み切るべき 
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【国の支援金】 

＊「全壊」「大規模半壊」世帯のみが対象 

 リフォームをした場合で、 

  「全壊」世帯  200万円 

  「大規模半壊」世帯 150万円 

  「半壊」世帯   0円 

豪雨災害被災者・国「支援金」対象外世帯へ 

市独自の「支援金」支給を 
 

 

同じリフォーム費用なのに、「半壊世帯」は「支援金」ゼロは、制度の矛盾 

全国各地で実施され 

    抜群の効果に絶賛の声 
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 新市街にギャンブル場（場外車券売場）は似合わない 

熊本市は「サテライト新市街の設置」同意反対を！ 
 12 月 17 日に開催された経済委員会で、（有）偕行企画（代表取締役安田二郎氏）

が新市街に開設を計画している「サテライト新市街」場外車券売場開設に関して現

況報告がありました。益田牧子議員は、「地元自治会や市民的なコンセンサスもなく、

新市街は中心市街地の顔であり、熊本市は、同意するべきでない」と質しました。 

(1)地元自治会等市民的合意形成の「熟度」はなし 

熊本市は、判断の理由として、「地元自治会等の合意形成の状況」を第 1にあげて

います。現状では、半径 1キロ圏の 72 自治会長の中で、中立１人、反対 12 人（18％）

に上ります。「場外車券売場開設に反対する陳情」が、9月議会には、ＮＰＯ法人熊

本クレ・サラ被害をなくす会（高濱登志子会長）、12 月議会には、本荘校区 2 町内

自治会・本荘校区自治協議会会長や竹校区自治会連合会会長の連名で提出されるな

ど、市民や周辺住民の理解は得られていません。 

(2)熊本市への財政効果は、わずか 60万円程度の増収 
 熊本市は、場外車券売場開設効果として、「新規顧客の獲得、売上増加、本場周辺

の渋滞緩和などに役立ち、本場で発売していないナイター車券を新たに販売できる

など、新たなサービス提供につながる」と前向きにとらえています。現実は、熊本

競輪場の入場者数・売上額は、この 10 年間で半減しています。市のアンケート調査

では、「サテライト熊本新市街」への利用意向が約半数あり、熊本競輪場では、年間、

延べ 3 万 6 千人の利用減少が見込まれています。財政的な効果は、競輪場の売上減

少が予想され、60 万円程度の増収見込みに過ぎません。 

(3)更なるギャンブルの街では、「活性化」に逆行 
 「サテライト熊本新市街」設置者は、7万 2千人の利用者が見込み、「物販・飲食

などの購入経費として、年間 7000 万円程度の消費」と中心市街地活性化に役立つと

述べています。しかし、新市街では、産業文化会館の閉鎖もあり、通行量は減少し

ています。パチンコ店に加え、場外車券売場ができれば、ギャンブルの街になりま

す。「サテライト熊本新市街」の利用者が増えても、若者・女性・子どもたちには、

ますます近寄りにくい街になって、むしろ、にぎわいが喪失する可能性大です。 

(4)市の同意は、「業者のもうけ」に利便を与えます 
 熊本市は、今後「国の許可基準への適合状況」を見て、同意する方針です。新市

街は、熊本市の顔であり、全市民的な問題です。熊本市は全体の奉仕者であり、一

部業者の利益のための「同意」は止めるべきです。 

「サテライト熊本新市街」施設の概要 
１、設置申請者：（有）偕行企画（代表取締役安田二郎氏） 
２、売り場面積：358，88 ㎡（１階フロア） 
３、窓口数：５窓、対面１窓（自動発払５窓、有人発払１窓） 
４、収容人員：75人（内、有料席 16人） 

来場見込 200 人(1 日） 
５、開設日数：360 日、ナイター競輪も実施 
６、売上金額：280 万円×360 日＝10 億 800 万円 
 

産業文化会館再開で、新市街活性化を！ 

 「産業文化会館の取り壊しはもったいない」と 
市民団体から「再開を求める請願」提出 

12 月議会には、「桜町再開発事業への熊本市の参加取りやめを求める」請

願（平和と民主主義・くらしを守る熊本市民連絡会）と「産業文化会館の再

開を求める」請願（産業文化会館の再開を求める会）が出されました。 

中心市街地活性化特別委員会で審議され、産業文化会館の取り壊しに対し

ては、「公園化でなく、原点に返り、産業文化会館の在り方をゼロベースで

考えるべき」「市民不在であり、慎重な審議が必要だ」などの意見が出され

ました。残念ながら、請願は、日本共産党のみの賛成で不採択になりました。 

経済委員会でも、「再開し、利活用するべきだ」との意見が出されるなど、

産業文化会館の取り壊しに疑問を呈する意見が多数上がりました。 

幸山市長は、桜町再開発に参加し、大型コンベンション施設建設を進める

一方で、「産業文化会館を取り壊す当初予算を計上する」と表明しており、

市民世論の喚起が求められています。 

鳥取市庁舎（築 48 年）を住民運動で存続・改修へ 
鳥取市では、全国初の試みとして、築 48 年の庁舎の新築・移転をめぐる

住民投票が実施されました。市庁舎の現在地での耐震改修を主張するグル―

プが、新築移転を主張する市長と議会派を破って勝利しました。 

市民団体は、300 カ所の学習会、250 種類のチラシ等をつくり、草の根市

民運動を展開。「住民投票を求める」直接請求では、5万 304 名の署名を集め、

市長・議会を動かし、住民投票が実現しました。大型ハコ物建設にストップ

を掛けるのは、主権者である市民の世論と運動であることを教えています。 

 

 日本共産党 市議会だより 2012 年 12 月 23 日 


